越前市告示第１１４号

　越前市景観整備機構の指定に関する要綱を次のとおり制定する。

　　平成２３年９月１２日

越前市長　奈　良　俊　幸　　

　　　越前市景観整備機構の指定に関する要綱
　（趣旨）

第１条　この要綱は、景観法（平成１６年法律第１１０号。以下「法」という。）第９２条第１項の規定に基づく景観整備機構（以下「機構」という。）の指定に関し、必要な事項を定めるものとする。
　（指定の申請）

第２条　法第９２条第１項の規定による機構の指定を受けようとするもの（以下「申請者」という。）は、次に掲げる事項を記載した越前市景観整備機構指定申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。

　(1) 法人の名称及び住所並びに代表者の氏名

　(2) 事務所の所在地

　(3) 機構の指定を受けた場合に行う業務内容

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

　(1) 定款
　(2) 登記事項証明書
　(3) 役員の氏名、住所及び略歴を記載した書面

　(4) 組織図及び事務分担を記載した書面
　(5) 前事業年度の事業報告書及び事業活動収支決算書又は貸借対照表
　(6) 当該事業年度の事業計画書及び事業活動収支予算書
　(7) その他法第９３条各号に掲げる業務に関し参考となる書類
　（機構の指定）

第３条　市長は、前条の規定による指定の申請があったときは次に掲げる基準に照らして審査し、適合すると認められるときは法第９２条第１項の規定に基づき機構として指定するものとする。
　(1) 業務内容が、本市の景観行政の推進に資するものであること。
　(2) 事業執行体制が、法第９３条各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うことができること。
　(3) 法第９３条各号に掲げる業務を的確かつ円滑に行うために必要な経済的基礎を有すること。
　（指定の通知及び告示）

第４条　市長は、前条の規定により指定したときは、越前市景観整備機構指定書（様式第２号）により申請者に通知し、並びに法第９２条第２項の規定により当該機構の名称、住所及び事務所の所在地を告示するものとする。
　（名称等の変更の届出）
第５条　法第９２条第１項の規定による機構の指定を受けたもの（以下「機構」という。）は、当該機構の名称、住所及び事務所の所在地を変更しようとするときは、法第９２条第３項の規定により、あらかじめ、その旨を越前市景観整備機構名称等変更届出書（様式第３号）により、市長に届け出なければならない。

２　機構は、当該指定に係る業務内容及び当該法人の代表者を変更しようとするときは、あらかじめ、その旨を越前市景観整備機構業務等変更届出書（様式第４号）により、市長に届け出なければならない。
　（名称等の変更の届出に係る告示）

第６条　市長は、前条第１項の規定による届出があったときは、法第９２条第４項の規定により当該届出に係る事項を告示するものとする。
　（事業報告等）

第７条　機構は、毎事業年度の事業開始前に、事業計画書及び事業活動収支予算書を市長に提出しなければならない。
２　機構は、毎事業年度の終了後３ヶ月以内に、事業報告書及び事業活動収支決算書を市長に提出しなければならない。
　（その他）

第８条　この要綱の施行に関し、必要な事項は、市長が別に定めるものとする。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この要綱は、平成２３年９月１２日から施行する。
　（添付すべき書類の経過措置）
２　前項に規定する日から平成２５年１１月３０日までの間における第２条第２項第１号及び様式第１号［添付書類］の欄第１号の適用については、第２条第２項第１号中「定款」とあるのは「定款（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１８年法律第５０号）第４０条の規定により存続する一般社団法人の定款又は存続する一般財団法人の定款とみなすことができる定款及び寄附行為を含む。）」と、様式第１号［添付書類］の欄第１号中「定款」とあるのは「定款（存続法人の定款とみなすことができる定款及び寄附行為を含む。）」とする。





















